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に分類できるが、 1970 年のダウ社の判例および 1976 年の SEC の通牒は会社民主主義の影響を色濃く受けたもので
あり、当時、特に社会的責任との関係でコーポレート・ガパナンスにおける提案権制度が重要視されていたことが分



























本論文は、経営権の濫用の抑制と公平な議決権行使の奨励を目的に導入された株主提案権が、 1960 年代、 1970 年
代に会社をどう見るかとしづ、 3 つの議論(会社モデ、ノレ)、すなわち会社民主主義、経営者主義、公益主義の議論を
背景に発展してきたこと、 1980 年代の「法と経済学J の影響の有無、 1980 年代後半から最近に至る提案権行使の状
況、判例の展開、 SEC による規制の変化を明らかにし、株主提案権の行使と会社業績との関係に関する研究を紹介す
ると左もに、分析・検討を加えている。そして、これを基礎に、日本法における解釈論と立法論を展開している。
本論文は、コーポレート・ガパナンス論の発展の中で株主提案権の法状況の発展を捉えるという、独自の視点を大
きく展開しており、大いに評価できる研究であるといえる。論文としてのまとまりもよい。経済のグローパル化を背
景に、日本企業のさらなる発展のために、株主提案権の活用の必要性を感じさせる、好論文となっており、博士の学
位を与えるに十分な水準に達していると判断される。
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